
 

 

 

 

第 ３ 章 

 

産業連関表からみた本県経済の機能 



１ 生産波及の大きさ 

 

ある産業に対して１単位の最終需要が生じた場合に、産業全体の生産がどれだけ

になるかという生産波及の大きさを、逆行列係数表（39部門）からみると、令和２

年は、全産業平均で 1.2256 倍であった。中間投入率の低下などを背景に、平成 27

年の全産業平均（1.2395倍）と比べて、0.0139ポイント低下した。 

産業別にみると、平均よりも生産波及が大きい部門は、水道（1.4187）、飲食料品

（1.3960）、林業（1.3573）などであった（事務用品、分類不明を除く）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

逆行列係数 

 ある産業に対して１単位の最終需要が発生した場合、各産業の生産が究極的にどれだけ必要となるかという生

産波及の大きさを示す係数である。 

 また、本文中の生産波及の大きさは、逆行列係数表の列和（タテ方向の合計）を指している。これは、当該部門

の最終需要（県産品）が１単位発生したときに各産業の生産に及ぼす生産波及の大きさを示す係数を合計したも

のであり、産業全体としての生産波及の大きさが直接・間接に、究極的にどのくらいになるかを示している。 

 なお、ここでの逆行列係数は、移輸入を考慮した開放経済型のものである。 
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図表 3-1 生産波及の大きさ（39部門） 
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平成23年 平成27年 令和２年

1.2840 1.2395 1.2256

01 農 業 1.2965 1.2807 1.2762

02 林 業 1.2787 1.2480 1.3573

03 漁 業 1.2014 1.1917 1.1721

06 鉱 業 1.5264 1.3952 1.3558

11 飲 食 料 品 1.4389 1.3951 1.3960

15 繊 維 製 品 1.2247 1.2313 1.1451

16 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.3467 1.2464 1.2382

20 化 学 製 品 1.4926 1.2554 1.1844

21 石 油 ・ 石 炭 製 品 1.2289 1.1838 1.1813

22 プ ラ ス チ ッ ク ・ ゴ ム 製 品 1.2653 1.1880 1.1677

25 窯 業 ・ 土 石 製 品 1.3290 1.2712 1.2489

26 鉄 鋼 1.2225 1.2459 1.1853

27 非 鉄 金 属 1.2475 1.1942 1.1049

28 金 属 製 品 1.2052 1.1681 1.1338

29 は ん 用 機 械 1.2198 1.1572 1.1064

30 生 産 用 機 械 1.2003 1.1588 1.1277

31 業 務 用 機 械 1.2283 1.1594 1.2033

32 電 子 部 品 1.2597 1.1724 1.2151

33 電 気 機 械 1.2433 1.1709 1.1591

34 情 報 通 信 機 器 1.2340 1.1467 1.1793

35 輸 送 機 械 1.1838 1.1351 1.1241

39 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 1.3287 1.2627 1.2685

41 建 設 1.2896 1.2373 1.2194

46 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.3718 1.2999 1.2854

47 水 道 1.4679 1.3652 1.4187

48 廃 棄 物 処 理 1.1814 1.2666 1.2383

51 商 業 1.2588 1.2258 1.2007

53 金 融 ・ 保 険 1.2424 1.2311 1.2613

55 不 動 産 1.1463 1.0901 1.1122

57 運 輸 ・ 郵 便 1.2647 1.2851 1.2775

59 情 報 通 信 1.3927 1.3273 1.3283

61 公 務 1.2144 1.2096 1.1882

63 教 育 ・ 研 究 1.1844 1.1677 1.1848

64 医 療 ・ 福 祉 1.2354 1.2052 1.1744

65 他 に分 類 されな い会 員制 団体 1.2719 1.2457 1.2307

66 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1.1851 1.1796 1.1832

67 対 個 人 サ ー ビ ス 1.2961 1.2932 1.2872

68 事 務 用 品 1.3431 1.3381 1.3852

69 分 類 不 明 1.5289 1.5150 1.2925

産 業 平 均

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

平成23年
平成27年
令和２年

（倍）



県内需要をすべて県内の生産で賄う封鎖経済型の生産波及の大きさと、県内需要の

一部が移輸入によって賄われる開放経済型の生産波及の大きさを比べると、各産業の

波及効果がどれだけ県内に留まり（県内歩留率）、どれだけ県外に流出するか（県外流

出率）をみることができる。 

生産誘発の効果は、移輸入によって県外に流出する分、開放型では封鎖型よりも小

さくなる。また、県内歩留率は、製造業で低い傾向にあるが、これは、製造業は原材

料を県外に依存している割合が高く、生産波及が県外に流出するためであるとみられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

封鎖経済型と開放経済型 

 封鎖経済型の逆行列係数は、 －１Ａ）（Ｉ−  で表され、県内需要をすべて県内の生産で賄うとした場合で、生産誘

発の総効果を示す。開放経済型の逆行列係数は、 　－１）Ａ］Ｍ［Ｉ－（Ｉ－　 ˆ  で表され、県内需要の一部が移輸入に

よって賄われるとした場合で、県外からの移輸入を除いた県内における生産誘発効果を示す。この両者の差が県

外への生産波及効果といえる。 

Ｉ：単位行列   Ａ：投入係数行列   Ｍ̂：移輸入率を示す行列   ）Ｍ（Ｉ－ ˆ ：自給率を示す行列 
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図表 3-2 生産波及の大きさ（開放経済型と封鎖経済型の比較） 
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※ 県内歩留率＝開放経済型の逆行列係数表・列和÷封鎖経済型の逆行列係数表・列和 

県外流出率＝1-県内歩留率 

（単位：倍、％）

開放型 封鎖型
県内
歩留率

県外
流出率

01 農 業 1.2762 1.9183 66.5 33.5

02 林 業 1.3573 1.7663 76.8 23.2

03 漁 業 1.1721 1.7508 66.9 33.1

06 鉱 業 1.3558 1.8694 72.5 27.5

11 飲 食 料 品 1.3960 2.3696 58.9 41.1

15 繊 維 製 品 1.1451 1.7357 66.0 34.0

16 パ ル プ ・ 紙 ・ 木 製 品 1.2382 1.9574 63.3 36.7

20 化 学 製 品 1.1844 1.9887 59.6 40.4

21 石 油 ・ 石 炭 製 品 1.1813 2.0454 57.8 42.2

22 プ ラ ス チ ッ ク ・ ゴ ム 1.1677 2.1426 54.5 45.5

25 窯 業 ・ 土 石 製 品 1.2489 1.9957 62.6 37.4

26 鉄 鋼 1.1853 1.8261 64.9 35.1

27 非 鉄 金 属 1.1049 2.3458 47.1 52.9

28 金 属 製 品 1.1338 1.7978 63.1 36.9

29 は ん 用 機 械 1.1064 1.6158 68.5 31.5

30 生 産 用 機 械 1.1277 1.8354 61.4 38.6

31 業 務 用 機 械 1.2033 2.5238 47.7 52.3

32 電 子 部 品 1.2151 2.6601 45.7 54.3

33 電 気 機 械 1.1591 2.3933 48.4 51.6

34 情 報 ・ 通 信 機 器 1.1793 2.6872 43.9 56.1

35 輸 送 機 械 1.1241 2.7276 41.2 58.8

39 そ の 他 の 製 造 工 業 製 品 1.2685 2.1969 57.7 42.3

41 建 設 1.2194 1.8662 65.3 34.7

46 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.2854 1.9192 67.0 33.0

47 水 道 1.4187 1.9200 73.9 26.1

48 廃 棄 物 処 理 1.2383 1.5958 77.6 22.4

51 商 業 1.2007 1.4984 80.1 19.9

53 金 融 ・ 保 険 1.2613 1.6463 76.6 23.4

55 不 動 産 1.1122 1.2102 91.9 8.1

57 運 輸 ・ 郵 便 1.2775 1.9076 67.0 33.0

59 情 報 通 信 1.3283 1.9145 69.4 30.6

61 公 務 1.1882 1.5056 78.9 21.1

63 教 育 ・ 研 究 1.1848 1.4511 81.7 18.3

64 医 療 ・ 福 祉 1.1744 1.7034 68.9 31.1

65 その他の非営利団体サービス 1.2307 1.7002 72.4 27.6

66 対 事 業 所 サ ー ビ ス 1.1832 1.6685 70.9 29.1

67 対 個 人 サ ー ビ ス 1.2872 1.8149 70.9 29.1

68 事 務 用 品 1.3852 2.9161 47.5 52.5

69 分 類 不 明 1.2925 1.5851 81.5 18.5

1.2256 1.9480 62.9 37.1平 均

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0 2.5 3.0 3.5

封鎖型

開放型

（倍）

県内に留まる分 県外流出分

全生産誘発効果



２ 影響力係数と感応度係数 

 

影響力係数は、ある産業に１単位の最終需要があった場合に、産業全体に与える生

産波及の影響の大きさを表す指標であり、この値が大きいほど、他の産業に与える影

響が大きい産業である。 

また、感応度係数は、各産業に１単位ずつの最終需要があった場合に、どの産業が

強い影響を受けるかを表す指標であり、この値が大きいほど、他の産業によく利用さ

れる産業である。 

一般に、影響力係数が大きいのは、中間投入率と原材料の自給率が共に高い産業で

ある。また、感応度係数が大きいのは、各産業で幅広く利用される産業である。 

次に影響力係数と感応度係数から産業を４つに分類し、その特徴をみてみる。 

 

第１象限（影響力係数≧1.0、感応度係数≧1.0） 

影響力、感応度共に大きい産業で、農業などが該当する。これらは、他産業へ

の影響及び他産業からの影響が大きい産業で、県内他産業との結びつきが強い産

業である。 

 

第２象限（影響力係数＜1.0、感応度係数≧1.0） 

影響力は小さいが、感応度が大きい産業で、商業などが該当する。各産業に対

して、サービスを提供する産業が多い。 

 

第３象限（影響力係数＜1.0、感応度係数＜1.0） 

  影響力、感応度共に小さい産業で、製造業の多くが該当する。 

 

第４象限（影響力係数≧1.0、感応度係数＜1.0） 

  影響力は大きいが、感応度が小さい産業で、飲食料品などが該当する。 

 

 

 

 

用語の解説                                     

影響力係数 

 ある産業の逆行列係数の列和は、その産業に１単位の最終需要があったとき、それによって引き起こされる産

業全体での生産波及の大きさを表す。これを全産業の列和の平均で除したものが影響力係数であり、ある産業に

最終需要があったときに、産業全体に与える生産波及の影響の大きさを表す指標である。この係数が１より大き

い産業は影響力が平均より大きく、１より小さい産業は影響力が平均より小さいことを示す。 
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図表 3-3 影響力係数と感応度係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

感応度係数 

感応度係数とは、各産業にそれぞれ１単位ずつの最終需要があったとき、どの産業が強い影響を受けることと

なるかを表す指標である。これは、逆行列係数の行和を全産業の行和の平均で除して求められる。この係数が１よ

り大きい産業は感応度が平均より高く、１より小さい産業は感応度が平均より低いことを示す。 
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影
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農業

パルプ・紙・木製品
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３ 最終需要項目別の生産誘発額 

   

すべての生産活動は、最終需要を満たすために行われるが、逆に言えば、最終需要

が全ての生産活動を誘発するとみることができる。 

このことから、令和２年の県内生産額 7兆 5,633億円が、どの最終需要によって誘

発されたか、その割合（最終需要項目別の生産誘発依存度）をみると、移輸出 48.6％、

民間消費支出 22.0％、一般政府消費支出 17.1％などとなっている。移輸出が全体の

半分近くを占めていることから、本県の経済は県外の需要に依存する構造であること

がうかがえる。 

また、平成 27 年と比べると、県内総固定資本形成、移輸出などが上昇し、民間消

費支出、一般政府消費支出などが低下した。 

  次に、１単位の最終需要が県内生産を誘発する度合い（最終需要項目別の生産誘発

係数）をみると、移輸出 1.2221、一般政府消費支出 1.1613、県内総固定資本形成（公

的）1.1109などとなっている。家計外消費支出や民間消費支出などは、需要の県外流

出が多いことなどから、誘発の度合いが相対的に低くなっているとみられる。 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

生産誘発額 

 最終需要を賄うために、直接・間接に必要となる各産業部門の生産額の合計である。逆行列係数に最終需要を項

目ごとに乗じたものであり、最終需要項目別の生産誘発額の合計は県内生産額の合計に一致する。 

 

生産誘発依存度 

各産業部門における最終需要項目別の生産誘発額の構成比であり、各産業の生産が、どの最終需要項目にどれ

くらい依存しているかを示す。 

生産誘発依存度＝最終需要項目別の生産誘発額÷県内生産額（＝最終需要項目別の生産誘発額の合計値） 

 

生産誘発係数 

どの最終需要項目が、どの産業部門の生産をどれだけ誘発しているか、各最終需要の生産誘発度の大小を示す

係数である。ある項目の最終需要が１単位増加したときに、各産業部門の生産がどれだけ増加するかを示す。 

生産誘発係数＝最終需要項目別の生産誘発額÷対応する最終需要項目の最終需要額 
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図表 3-4 最終需要項目別の生産誘発額、生産誘発依存度、生産誘発係数 
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（注）統合大分類（39 部門）による。 

（単位：億円、％、倍）

生産誘発額 生産誘発依存度 生産誘発係数

平成23年 平成27年 令和２年 平成23年 平成27年 令和２年 平成23年 平成27年 令和２年

73,133 73,450 75,633 100.0 100.0 100.0 1.0611 1.0097 1.0159

家 計 外 消 費 支 出 895 941 569 1.2 1.3 0.8 0.8896 0.8419 0.7141

民 間 消 費 支 出 18,996 18,428 16,615 26.0 25.1 22.0 0.8506 0.7808 0.7781

一 般 政 府 消 費 支 出 12,391 12,674 12,957 16.9 17.3 17.1 1.2038 1.1803 1.1613

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 公 的 ） 2,774 3,592 4,015 3.8 4.9 5.3 1.1426 1.1310 1.1109

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 民 間 ） 3,116 3,950 4,658 4.3 5.4 6.2 0.5541 0.6011 0.6320

在 庫 純 増 76 52 46 0.1 0.1 0.1 0.5341 1.3545 0.6445

移 輸 出 34,884 33,813 36,773 47.7 46.0 48.6 1.2875 1.2295 1.2221

最 終 需 要 計

1.2 

1.3 

0.8 

26.0 

25.1 

22.0 

16.9 

17.3 

17.1 

3.8 

4.9 

5.3 

4.3 

5.4 

6.2 

0.1 

0.1 

0.1 

47.7 

46.0 

48.6 

0 20 40 60 80 100

平成23年

平成27年

令和２年

（％）

家計外

消費支出
民間消費支出 一般政府

消費支出

県内総固定資本

形成（公的）
県内総固定資本

形成（民間）
在庫純増 移輸出

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

最終需要計 家計外

消費支出

民間

消費支出

一般政府

消費支出

県内総固定

資本形成

（公的）

県内総固定

資本形成

（民間）

在庫純増 移輸出

平成23年
平成27年

令和２年

（倍）



４ 最終需要項目別の粗付加価値誘発額 

   

すべての生産活動は、最終需要から誘発されることから、その生産活動から生じる

粗付加価値についても、最終需要により誘発されるとみることができる。 

このことから、令和２年の粗付加価値額 4兆 2,517億円がどの最終需要によって誘

発されたか、その割合（最終需要項目別の粗付加価値誘発依存度）をみると、移輸出

40.7％、民間消費支出 26.7％、一般政府消費支出 20.4％などとなっており、生産誘

発依存度と同様の傾向となっている。 

また、平成 27 年と比べると、県内総固定資本形成、移輸出などが上昇し、民間消

費支出、一般政府消費支出などが低下した。 

次に、１単位の最終需要が粗付加価値を誘発する度合い（最終需要項目別の粗付加

価値誘発係数）をみると、一般政府消費支出 0.7768、県内総固定資本形成（公的）

0.6185、移輸出 0.5748 などとなっている。一般政府消費支出が高い値であるのは、

公務や教育・研究及び医療・福祉など、粗付加価値率の高い部門が多く含まれるため

であるとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

粗付加価値誘発額 

 各最終需要によって生産が誘発されれば、当然それによって粗付加価値も誘発される。粗付加価値誘発額は誘

発された各産業部門の生産額（生産誘発額）に当該産業部門の粗付加価値率を乗じたものであり、その合計は粗付

加価値額の合計に一致する。 

 

粗付加価値誘発依存度 

各産業部門における最終需要項目別の粗付加価値誘発額の構成比であり、各産業の粗付加価値が、どの最終需

要項目にどれくらい依存しているかを示す。 

粗付加価値誘発依存度＝最終需要項目別の粗付加価値誘発額÷粗付加価値誘発額合計 

 

粗付加価値誘発係数 

ある項目の最終需要が１単位増加したときに、各産業部門の粗付加価値がどれだけ増加するかを示す係数であ

る。 

粗付加価値誘発係数＝最終需要項目別の粗付加価値誘発額÷対応する最終需要項目の最終需要額 
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図表 3-5 最終需要項目別の粗付加価値誘発額、粗付加価値誘発依存度、粗付加価値誘発係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）統合大分類（39 部門）による。 
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（単位：億円、％、倍）

粗付加価値誘発額 粗付加価値誘発依存度 粗付加価値誘発係数

平成23年 平成27年 令和２年 平成23年 平成27年 令和２年 平成23年 平成27年 令和２年

36,920 40,074 42,517 100.0 100.0 100.0 0.5357 0.5509 0.5711

家 計 外 消 費 支 出 505 514 336 1.4 1.3 0.8 0.5024 0.4600 0.4215

民 間 消 費 支 出 12,588 12,528 11,352 34.1 31.3 26.7 0.5637 0.5308 0.5316

一 般 政 府 消 費 支 出 8,161 8,424 8,666 22.1 21.0 20.4 0.7929 0.7845 0.7768

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 公 的 ） 1,284 1,889 2,235 3.5 4.7 5.3 0.5287 0.5950 0.6185

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 民 間 ） 1,447 2,087 2,605 3.9 5.2 6.1 0.2573 0.3177 0.3535

在 庫 純 増 42 36 28 0.1 0.1 0.1 0.2969 0.9414 0.3906

移 輸 出 12,893 14,595 17,294 34.9 36.4 40.7 0.4759 0.5307 0.5748
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５ 最終需要項目別の移輸入誘発額 

   

すべての生産活動は、最終需要から誘発されるが、誘発される生産に必要な原材料

などは、県内の生産でのみ賄われるのではなく、県外から移輸入として供給されるも

のもある。このように、移輸入も最終需要によって誘発されるとみることができる。 

このことから、令和２年の移輸入額 3兆 1,936億円がどの最終需要によって誘発さ

れたか、その割合（最終需要項目別の移輸入誘発依存度）をみると、移輸出 40.1％、

民間消費支出 31.3％、県内総固定資本形成（民間）14.9％などとなっている。 

また、平成 27 年と比べると、一般政府消費支出、県内総固定資本形成、移輸出な

どが上昇し、民間消費支出などが低下した。 

次に、１単位の最終需要が移輸入を誘発する度合い（最終需要項目別の移輸入誘発

係数）をみると、県内総固定資本形成（民間）0.6465、在庫純増 0.6094、家計外消費

支出 0.5785などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

用語の解説                                     

移輸入誘発額 

 各最終需要によって誘発された移輸入額をいい、移輸入誘発額は誘発された各産業部門の生産額（生産誘発額）

にそれぞれの移輸入品投入率を乗じたものに、直接移輸入分を加えたものであり、その合計は移輸入額の合計に

一致する。 

 

移輸入誘発依存度 

各産業部門における最終需要項目別の移輸入誘発額の構成比であり、各産業部門の移輸入が、どの最終需要項

目にどれくらい依存しているかを示す。 

移輸入誘発依存度＝最終需要項目別の移輸入誘発額÷移輸入誘発額合計 

 

移輸入誘発係数 

ある項目の最終需要が１単位増加したときに、各産業部門の移輸入がどれだけ増加するかを示す係数である。 

移輸入誘発係数＝最終需要項目別の移輸入誘発額÷対応する最終需要項目の最終需要額 
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図表 3-6 最終需要項目別の移輸入誘発額、移輸入誘発依存度、移輸入誘発係数 
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（注）統合大分類（39 部門）による。 

（単位：億円、％、倍）

移輸入誘発額 移輸入誘発依存度 移輸入誘発係数

平成23年 平成27年 令和２年 平成23年 平成27年 令和２年 平成23年 平成27年 令和２年

31,999 32,669 31,936 100.0 100.0 100.0 0.4643 0.4491 0.4289

家 計 外 消 費 支 出 500 604 461 1.6 1.8 1.4 0.4976 0.5400 0.5785

民 間 消 費 支 出 9,744 11,074 10,002 30.5 33.9 31.3 0.4363 0.4692 0.4684

一 般 政 府 消 費 支 出 2,132 2,314 2,491 6.7 7.1 7.8 0.2071 0.2155 0.2232

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 公 的 ） 1,144 1,286 1,379 3.6 3.9 4.3 0.4713 0.4050 0.3815

県 内 総 固 定 資 本 形 成 （ 民 間 ） 4,176 4,483 4,764 13.1 13.7 14.9 0.7427 0.6823 0.6465

在 庫 純 増 100 2 43 0.3 0.0 0.1 0.7031 0.0586 0.6094

移 輸 出 14,201 12,907 12,796 44.4 39.5 40.1 0.5241 0.4693 0.4252
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